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１．はじめに 

 

ここ数年の北極海の海氷量減少は著しく，今世紀前半，

それもかなり早い時期に夏季の北極海では海氷がなくな

る可能性が高い．これはアジア欧州間の海上輸送におい

て，北極海経由が選択肢として浮上することを意味する．

現在，日本欧州間のコンテナ貨物の20%以上が日本以外

のアジアの港湾で一度積み替えされている．これは日本

が東アジアの中で最も欧州から遠いという地理的な要因

が大きい．北極海経由の輸送が実現すれば，極東と北欧

州の航路距離は約40%短くなり，日本は東アジアの中で

最も欧州に近い国となる．その際には多くの大型コンテ

ナ船がラストポートとして日本に寄港する可能性があり，

ハブ港湾実現に向けた戦略的な港湾整備が必要となる．

本研究では，筆者らが既に構築している規模の経済と多

層ネットワークを考慮した物流費用最小化問題をアジア

欧州航路に適用し，寄港地変更と航路変更の可能性を分

析するとともに，北極海経由の定期コンテナ航路開設の

可能性を検討することを目的とする． 

 

２．北極海航路開設の技術的可能性 

 

（１）海氷の減少 

Stroeve et al. はIPCCで報告されている海氷予測の多数の

モデルによる結果と長期観測トレンドとを比較している．

観測結果はそれらモデルのうち，最も速く海氷が減少する

モデルと同じような軌跡を描いており，多くの研究者の予

想を上回る速さで海氷が減少していることを示している．

現状を最も再現しているモデルによる予測では，2050年に

は北極海の海氷がほとんどなくなるとの結果が得られてい

る．現状，予想を上回る速さで海氷が減少していることを

考慮すると，夏季に限ればかなり早い時期に一般の商船の

航行が可能となることが想定される．実際に，2008年9月
にはロシア側，カナダ側の双方で陸と接する海氷が消滅し

ており，太平洋から大西洋までの船舶の航行が可能となっ

ている． 
 

（２）造船技術 

ロシア極東沿岸やバルト海等を航行する船舶の中に

は，既に高い耐氷性能を持つ商船や砕氷能力を持つ商船

が登場している．それらは主にタンカーやLNGタンカ

ーだが，RORO船やバルク船も登場しており，それら技

術のコンテナ船や一般貨物船への応用も問題ないと考え

られる．ただし，北極海航路が実現したとしても，単独

での航行は想定されていないようである．費用面の問題

等から，砕氷船団のエスコートを受けた耐氷性能を持つ

商船による輸送が現実的とされている．北極海航路航行

の費用には，このエスコート費用も加算する必要がある． 

 

（３）制度 

北極海航路はロシアの領海あるいは排他的経済水域

を航行することになるため，ロシア政府が定める制度に

従う必要がある．現行では通行料が賦課されることや4

ヶ月前までの通行申請が必要であるなど，船社にとって

の利便性は高いとはいえない．これら制度は今後の展開

全く読めないため，本研究においては考慮しない． 

 

３．海上コンテナ輸送ネットワークの想定 

 

（１）輸送ネットワークの多層性 

a）物流の結節点施設としての港湾 

多数のトランシップ貨物を集める国際的なハブ港湾

から末端の小規模港湾まで，港湾は機能別に分類できる．

本研究では広域をカバーする国際ハブ港湾，それに準ず

る規模の地域ハブ港湾，長距離基幹航路の寄港が少ない

フィーダー港湾の3種類を想定する． 

物流の発生集中場所は，各港湾の直背後地とする．

発生集中地においては，最寄りの港湾を積み卸し港湾と

して利用し，港湾選択は行わないものとする．これらを

輸送貨物の発生集中地点として発着ノードと定義する． 

b）海上輸送ネットワーク 

港湾とそれらを結ぶリンクから構成される海上輸送

ネットワークは，その機能により長距離基幹航路ネット

ワーク，地域基幹航路ネットワーク，フィーダーネット

ワークに分けられる．長距離基幹航路ネットワークは船
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型の大きな船舶によってアジア欧州間の主に国際ハブ港

湾間を結ぶネットワークである．地域基幹航路ネットワ

ークは中型の船舶による輸送ネットワークを想定してい

るが，地域内に限らず，アジア欧州間の輸送も行うネッ

トワークとして定義する．アジア欧州間においては，長

距離基幹航路ネットワークと地域基幹航路ネットワーク

のいずれでも輸送が可能とする．フィーダーネットワー

クは地域内輸送に限定した輸送ネットワークとして定義

される．輸送単価は長距離基幹航路ネットワークが最も

安く，フィーダーネットワークが最も高い．多くの港湾

間において，フィーダーネットワークにより国際ハブ港

湾までフィーダー輸送を行い，長距離基幹航路ネットワ

ークを利用するか，地域基幹航路ネットワークを利用し

て直接長距離輸送を行うかの選択肢が用意されることに

なる． 

 

（２）物流費用における規模の経済性 

a）物流に関する諸費用 

物流費用は，大きく固定費と変動費に分類すること

ができる．固定費には減価償却費や固定人件費などが含

まれる．コンテナターミナル等の物流施設では固定費の

中でも施設などの減価償却費が大きな割合を占めるなど，

固定費は全物流費用の大部分を占める． 

b）物流費用における規模の経済 

物流需要は季節変動，週間変動，日変動が大きいが，

顧客のニーズに対して的確に応えるためには，需要のピ

ークに合わせた施設整備が必要であり，コンテナターミ

ナルや船舶などの稼働率は低くなりがちである．従って，

取扱量を増やし稼働率を上げるなど効率的な運用を行う

ことができれば，物流単価を大幅に低下させられる． 

機能が同じターミナルが複数ある場合には，ターミ

ナルを集約化することによってターミナルの管理コスト

や業務人員数の削減が可能である．さらに，地域によっ

ては共同配船が可能であり，これによってターミナル集

約化と同様な効果が期待でき，いずれの場合においても

規模の経済が働きやすいと考えられる． 

 

４．モデルの定式化 

 

（１）前提条件 

a）船社 

現実には複数の船社が存在し，シェアも変動するも

のであるが，簡単化のために，単一の船社が，需要に対

する全ての貨物を輸送することとする．これは，船社別

に固定OD貨物量を与えているとの位置づけである． 

b）貨物特性 

業種や品目別の貨物特性は考慮せず，コンテナの個

数（TEU）のみを考える．  

c）輸送単位費用 

輸送にかかる単位距離あたりの輸送費を船型別に与

えることで規模の経済を表現する．具体的には，長距離

基幹航路ネットワーク，地域基幹航路ネットワーク，フ

ィーダーネットワークのそれぞれについて，地域によら

ず一定の輸送単位費用を設定する． 

d）港湾 

国際ハブ港湾および地域ハブ港湾は，各地域に１つ

ずつ立地できるものとする．モデルの計算結果として，

各地域において国際ハブ港湾および地域ハブ港湾の取扱

量がそれぞれ求まることを想定する．結果としていずれ

の取扱量も0となった場合にはハブ機能は有さない港湾

であると解釈する．同様に，地域ハブ港湾としての取扱

量が存在するが，国際ハブ港湾としての取扱量が0とな

る港湾は，地域ハブ港湾であると解釈する．  

e）単位積替費用 

港湾では取扱貨物量に応じて単位積替費用が変化す

ると考え，港湾での規模の経済を明示的に表現する．取

扱量に応じた施設整備が迅速に行われることを想定し，

混雑等による規模の不経済は考慮しない． 

f）ネットワークの階層性 

地域ハブ港湾で積替えを行った後に，地域基幹航路

ネットワークを通じて国際ハブ港湾に輸送された貨物の

みが，国際ハブ港湾での積替えを行えるものとする． 

 

（２）輸送ネットワークの構成 

本研究では，東・東南アジアと北欧州・地中海を対

象地域とする．本モデルでの輸送ネットワークの特徴は，

①一般的な輸送ネットワークにおいては１つのノードと

して表現される港湾を，入荷と出荷のための２つのノー

ドと，その間の積替えを表すリンクで表現している点，

②各地域に通過ノードを設定している点，③地域間輸送

を行えるネットワークとして長距離基幹航路ネットワー

ク，地域基幹航路ネットワークの2階層構造を想定して

いる点，④港湾での積替えをリンクで表現する点の4点

が挙げられる． 

全ての地域にはノードとして発ノード，着ノード，

３種類（長距離基幹航路，地域基幹航路，フィーダー航

路）の通過ノード，国際ハブ港湾と地域ハブ港湾それぞ

れの入荷ノードと出荷ノードをすべて１つずつ設けてあ

り，それらが適宜リンクで結ばれている． 

a）ノード 

発ノードは貨物の発生ノード，着ノードは貨物の集

中ノードであり，それぞれ貨物が通過しない端点である．

ネットワークの各階層に対応した３種類の通過ノードは，

隣接しない地域間で効率的な輸送が可能となるようにす

るための中継点である．貨物の積替えを行う港湾の入荷

ノードと出荷ノードは，各ハブ港湾にそれぞれ設けられ



ている． 

b）リンク 

貨物の発生地点から同地域の地域ハブ港湾入荷ノー

ドの間と，地域ハブ港湾出荷ノードと同地域内にある貨

物の集中ノードとの間を結ぶリンクを域内輸送リンクと

する．フィーダーリンクは各ハブ港湾以外の地域間輸送

を表現したリンクである． 

費用関数などの設定を容易にするために，規模の違

う船舶間の積替えを，距離を持たない積替リンクとして

表現している．このリンクでは規模の経済が働く． 

 

（３）費用関数の定式化 

a）港湾費用 

物流費用（C）は取扱量に依存しない固定費と，取扱

量に依存する変動費の和として表される（式(1)）．こ

れを取扱量で除することにより平均費用（式(2)）が得

られる．取扱量が増えるほど，単位あたりの費用が逓減

する．固定費の占める割合が大きければ大きいほど，規

模の経済が強く働くことになる． 

qCVCFC ×+=           (1) 

CV
q

CF
q
C

+=             (2) 

CF：固定費， CV：単位変動費， q：取扱量 

 

①� 定費 

港湾の固定費の中には，管理施設や情報基盤など，

初期投資額が規模にあまり依存しない施設があるため，

全体としては規模の経済が働く．これを式(3)，式(4)の

ように定式化する．施設規模が大きくなるほど，固定費

の平均費用は小さくなる．ただしいくら規模が小さくて

も最低限ある一定の施設が必要であるため，港湾を運営

する上で最低限必要な費用を基準固定費として与え，あ

る最低取扱量までは固定費は一定であると考える． 
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CF (x)：固定費， CF1：基準固定費 

x：施設規模， q1：最低取扱量 

δ1（<１）：単位費用逓減に関するパラメータ 

 

②変動費 

変動費では人件費が大きな割合を占めるが，取扱量

が多ければ作業の効率化や共同化により人員を削減でき

るため，やはり規模の経済が働く．固定費の場合と同様

に，施設規模が大きくなるほど，単位変動費も小さくな

る．ただし，単位変動費がゼロになることはなく，ある

最低値に漸近するように定式化する．固定費と同様，あ

る一定の取扱量までは単位変動費は一定とする． 
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CV (x)：単位変動費，  CV1：基準単位変動費 

CVa：単位変動費（逓減項），CVb：最低単位変動費 

δ2（<１）：単位費用逓減に関するパラメータ 

 

③平均港湾費用 

取扱量に対して常に適切な設備投資が行われる(x＝q)
と仮定すると，式(3)，式(4)，式(5)，式(6)，式(7)よ

り費用関数は次のように表される． 
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 これは，様々な施設規模に対応する費用曲線の包絡線

を結んだものである．この費用関数（式(8)，式(9)）を

取扱量で除することにより，平均費用関数（式(10) ，

式(11) ，式(12)）が得られる． 
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b）リンクごとの費用関数 

①積替リンクコスト 

積替リンクコスト(LCk)は，単位重量あたりの費用と

し，港湾種類毎に固定費（式(3)，式(4)）と変動費（式

(10)）の和で表すことができる．国際ハブ港湾と地域ハ

ブ港湾では一つの港湾に対する規模あたりの従業者数も

異なるため，規模の経済の働き方に違いがあると考えら

れる．国際ハブ港湾は建設費などの固定費は大きいが，

取り扱う貨物の量が多いことで，規模の経済性が高いと

考えられる．一方，地域ハブ港湾は変動費の水準が高く

規模の経済性は低いと考えられる．両港湾において費用

関数の式体系は同じとするが，異なるパラメータを用い

て積替リンクコストを式(13)で表現する． 
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km：国際ハブ港湾(m =1)，地域ハブ港湾(m =2) 
 

②輸送リンクコスト 

単位輸送コストにあたる輸送リンクコスト(LCij)は輸



送単位費用と(βh)と距離(dij)の積で表される(式(14))． 

ijhij dLC ×= β           (14) 

h：リンク種別(1：上位，2：下位，3：直行，4：域内) 

i,j：ノード 

 

５．モデルの適用 

 

（１）データセットとパラメータ推定 

Global Insightおよび全国輸出入コンテナ貨物流動調査

からODデータを作成する．これを基に，現状再現性が

最も高くなるようなパラメータの組み合わせを探索する．

北極海航路の航路距離はシップアンドオーシャン財団が

報告書で用いている距離とする．  
 

（２）解法 

本研究では，ネットワーク交通量配分で広く用いら

れている分割配分法により輸送費用最小化に基づく港湾

取扱量を求める．通常の方法では，各回の配分の貨物量

が少ないため，規模の経済を享受するだけの貨物量がハ

ブ港湾に集まらず，明らかに高コストな解となる．そこ

で，港湾での費用の中で大きな割合を占める固定費を初

期配分時には著しく低く設定し，一定の割合で固定費を

高く更新しながら繰り返し計算を行う方法を提案する．

この際，一度配分が終了した段階で，各港湾で取扱われ

た貨物量を次回更新された固定費を与えた費用関数に代

入し，初期積替単位費用として次回の分割配分で与え，

前回の貨物量より多く取扱われるまで一定であるとする． 

 

６．結果と結論 

 結果は講演時に示す． 
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